
尖閣諸島に関する３つの真実

１つめの真実：尖閣諸島は､歴史的にも国際法上も日本固有の領土

平成２４年１１月
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第二次世界大戦後、日本の領土を法的に確定した１９５１年のサンフランシスコ平和条約にお

いて、尖閣諸島は日本が放棄した「台湾及び澎湖諸島」には含まれず、南西諸島の一部として

アメリカ合衆国の施政下に置かれた。

中華民国（台湾）は日華平和条約（１９５２年署名）でサンフランシスコ平和条約を追認。上記の尖閣

諸島の処理について一切異議を唱えなかった。中国も一切異議を唱えなかった。

尖閣諸島は、沖縄返還協定によって１９７２年に日本に施政権が返還された地域にも含まれている。

中国は、１９６８年に尖閣諸島周辺海域に石油資源が埋蔵されている可能性が指摘された後、中国は、１９６８年に尖閣諸島周辺海域に石油資源が埋蔵されている可能性が指摘された後、

初めて「領有権」を主張。それ以前は、日本による同諸島の領有に異議を唱えず。

中国の発刊物にも、中国が尖閣諸島を日本領として認識していたことを裏付ける記述がある。

（例：1960年中国発行の中国世界地図集（別添）では、尖閣諸島が沖縄に属するものとして記載。）

１９７２年の日中国交正常化の際、周恩来首相は「石油が出るから､これが問題になった」と発言。

尖閣諸島は、歴史的にも一貫して日本の領土である南西諸島を構成。

日本政府は１８８５年以降数回にわたって調査を行い、清国の支配が及んでいる痕跡がないことを慎

重に確認の上、１８９５年１月に閣議決定を行って、正式に我が国の領土に編入。

尖閣諸島は、１８９５年４月の下関条約で清国が日本に割譲した「台湾及び澎湖諸島」には含まれない。

中国側が挙げている文献や地図の記載内容は，領有権を有することの証拠とするには全く不十分。



２つめの真実：日本政府による尖閣諸島の購入は、「平穏かつ安定的な維持・
管理」が目的、むしろ現状を変更しようとしているのは中国

今回の日本政府による尖閣諸島の購入は、大きな現状変更を伴うものではない
今回所有権を政府に移転することとした尖閣三島は、1932年までは政府が所有していたもので、
その後民間人に所有権が移ったが、今回それを再度政府に戻すもの。

尖閣諸島の大正島については、一貫して政府が所有。

ここ数年、中国の海洋進出が活発化、尖閣諸島周辺でも挑発的な活動
中国公船や活動家船舶の領海侵入も相次ぎ､日本国内で、尖閣諸島に関する中国の意図について、
不安が高まった。

本年4月以降、東京都石原都知事による尖閣諸島の購入の動き。

そうであっても、我が国は、日中関係を最も重要な二国間関係の一つとして重視、事態の沈静

中国各地のデモに伴い広範な暴力行為が生じたことは極めて遺憾、暴力行為はいかな
る理由であっても決して許されるものではない

３つめの真実：暴力はいかなる理由があっても許されるべきではない

我が国は中国に厳しく申し入れ、国際世論も中国を非難。

化を希望
東アジアの平和と安定のためには日中間の良好な関係が不可欠であり､大局的観点から協力を推進。
日本としては、尖閣諸島をめぐる事態が日中関係の大局に影響を及ぼすことを望んでいない。
尖閣三島の所有権の移転は､尖閣諸島の長期にわたる平穏かつ安定的な維持・管理を図ることを目
的とするもの。日中間の大局の観点からも現実的で最善の策。

今後も､日中間の対話により関係の改善に粘り強く取り組んでいく。

以上のような点は国際的にも積極的に発信しており､理解を示す論調が出つつある



Sea of Japan

"World Atlas" published in China in 1960 treats the Senkaku Islands as part of Japan

「尖閣群島」
（Senkaku Islands）

「魚釣島」
（Uotsuri Island）
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